
　会計別の収支の状況は、次のとおりです。

● 　会計別の収支の状況　（平成3１年3月31日現在） 　　　　　　（単位：円）

平成３０年度 平成３０年度 平成３０年度

予算現額 収入済額 支出済額

44,443,617,256 36,262,450,346 30,791,184,398

10,184,892,000 8,590,445,057 8,603,865,526

372,053,000 176,003,124 318,252,935

3,612,843,000 1,726,047,805 2,075,422,713

10,346,000 9,555,607 2,995,068

136,500,000 98,954,509 93,700,071

66,850,000 36,526,283 57,456,877

1,071,412,000 104,717,356 780,925,854

16,312,000 4,484,275 12,335,042

7,889,534,000 6,574,645,559 6,407,388,887

6,700,000 69,015 4,037,559

1,134,164,000 941,679,194 935,550,755

3,405,813,000 2,981,452,975

449,092,000 362,116,852

1,813,980,000 845,767,919

1,123,889,000 835,182,196

　※特別会計における収入不足額を生じている会計については、関市会計規則第74条の規定により、会計間
　　の相互運用で処理しています。

●会計区分 【財政用語の説明】　

■ 一般会計

　市税、国や県からの補助金・交付金、手数料などの収入や、市の行う仕事に必要な支出といったお金の処

理をまとめて行うために設けられた会計で、市のお金の流れの中心となっています。

■ 特別会計

　国民健康保険事業や下水道事業のように、保険料や使用料などの収入で運営していく事業については、そ

の事業にかかるお金の流れをわかりやすくするために、一般会計とは別の会計を設けることになっています。

■ 企業会計

　事業で収益をあげて、その収益でまかなわれる会計のことで、関市では水道事業会計がこれにあたります。

水 道 事 業 会 計

収 益 的 収 入
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　市民のみなさんに税金などがどのように使われ
ているかを知っていただくために財政状況の公表
を行っています。
　今回は、平成３１年３月31日現在における
『平成３０年度予算の執行状況』をお知らせしま
す。
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【平成３０年度予算の執行状況】
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　一般会計の収入の状況は、次のとおりです。

　収入済額36,262,450,346円は、前年度同期の収入済額35,684,115,115円と比較して578,335,231

円（1.6%）の増となっています。収入済額、自主財源と依存財源の構成比は、下のグラフのとおりです。収

入歩合は、予算現額44,443,617,256円に対して81.6%で、前年度同期の89.0%と比較して7.4ポイント

の減です。

● 　収入区分別の収入の状況　（平成3１年3月31日現在） 　　　　　　（単位：円）

平成３０年度 平成３０年度 予算現額との差 収入歩合(％)

予算現額　Ａ 収入済額　Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ Ｂ／Ａ

1 12,494,000,000 12,751,117,030 257,117,030 102.1 自

2 369,264,000 369,264,000 0 100.0 依

3 28,807,000 28,807,000 0 100.0 依

4 44,488,000 44,488,000 0 100.0 依

5 37,918,000 37,918,000 0 100.0 依

6 1,755,035,000 1,755,035,000 0 100.0 依

7 99,624,000 99,624,528 528 100.0 依

8 118,987,000 118,987,000 0 100.0 依

9 68,662,000 68,662,000 0 100.0 依

10 9,376,897,000 9,376,897,000 0 100.0 依

11 11,102,000 11,102,000 0 100.0 依

12 404,576,000 355,184,098 △ 49,391,902 87.8 自

13 565,733,000 562,397,033 △ 3,335,967 99.4 自

14 4,449,381,420 3,551,130,501 △ 898,250,919 79.8 依

15 2,509,633,000 1,880,202,709 △ 629,430,291 74.9 依

16 501,883,000 320,050,766 △ 181,832,234 63.8 自

17 2,354,301,000 2,304,648,882 △ 49,652,118 97.9 自

18 2,277,842,000 429,203,713 △ 1,848,638,287 18.8 自

19 1,273,862,836 1,273,863,597 761 100.0 自

20 999,921,000 872,867,489 △ 127,053,511 87.3 自

21 4,701,700,000 51,000,000 △ 4,650,700,000 1.1 依

44,443,617,256 36,262,450,346 △ 8,181,166,910 81.6

※（自：自主財源　依：依存財源）

●　収入の構成割合のグラフ

市 税

地 方 譲 与 税
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自 動 車 所 得 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

区　　　　　　　分

Ⅱ　一般会計の収入の状況
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合 計
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財 産 収 入
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市税 35.2%

繰越金 3.5%

諸収入 2.4%

分担金及び負担金 1.0%

財産収入 0.9%
その他 9.0%

地方交付税 25.9%

国庫支出金 9.8%
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地方消費税交付金 4.8%

地方譲与税 1.0%

市債 0.1% その他 1.2%

自主財源

52.0%

依存財源

48.0%



●収入 【財政用語の説明】　

■ 市税
　市民や市内に事業所などをもつ法人などに納めていただく税金で、市民税、固定資産税、軽自動車税、市
たばこ税、都市計画税などがあります。

■ 地方譲与税
　国税として徴収したものを、国が一定の基準により、市に対して譲与するもので、地方揮発油譲与税、自
動車重量譲与税などがあります。

■ 地方消費税交付金
　地方消費税の一部を財源として、県が人口と従業者数で按分し、市に対して交付するものです。

■ 地方交付税
　全国どの市町村に住んでも一定水準の行政サービスが受けられるよう、所得税、法人税、酒税、消費税、
地方法人税といった国税の一定割合を財源として、国が一定基準により市に交付するものです。

■ 分担金・負担金
　市の行う事業により利益を受ける方から、その受益を限度として徴収するもので、保育園の保育料などが
該当します。

■ 使用料・手数料
　市の施設の利用や特定の事務により利益を受ける方から、その受益に対する実費負担的なものとして徴収
するもので、体育館などの施設使用料や、住民票の写しの交付手数料などが該当します。

■ 国庫支出金
　国が市に対して支出するもので、負担金、財政援助のための補助金、委託費などがあります。

■ 県支出金
　県が市に対して支出するもので、県自らの施策として単独で交付するものと、国庫支出金を県が交付する
ものがあります。

■ 財産収入
　市が所有する財産の貸付け、売払いなどにより得た現金収入のことで、公共用地の売払収入や、基金積立
金の利子などが該当します。

■ 繰入金
　各種基金の取崩しにより繰り入れたお金です。

■ 繰越金
　前年度の決算上、残ったお金です。

■ 諸収入
　収入の性質により、他の収入科目に含まれない収入をまとめたもので、延滞金、預金利子、貸付金元利収
入、雑入などがあります。

■ 市債
　学校や道路などを建設する場合のように、長期間にわたって利用することができ、多額の費用が必要なも
のの財源に充てるため、地方自治体が、政府・地方公共団体金融機構・銀行などから調達する長期的な借入
金を「地方債」といい、市が調達する資金が「市債」です。

■ 自主財源
　市が自主的に収入できる財源のことで、市税、分担金及び負担金、使用料、手数料、財産収入、寄附金、
繰入金、繰越金、諸収入などがあります。

■ 依存財源
　国や県の基準に基づき交付されたり、割り当てられたりする市の収入です。地方交付税、地方譲与税、国
庫支出金、県支出金、地方債などがあります。



　一般会計の支出の状況は、次のとおりです。

　支出済額30,791,184,398円は、前年度同期の支出済額28,621,330,994円と比較して2,169,853,

404円（7.6%）の増となっています。支出済額の構成比は、下のグラフのとおりです。支出歩合は、予算

現額44,443,617,256円に対して69.3%で、前年度同期の71.4%と比較して2.1ポイントの減です。

● 　支出区分別の支出の状況　（平成3１年3月31日現在） 　　　　　　（単位：円）

平成３０年度 平成３０年度 予算現額との差 支出歩合(%)

予算現額　Ａ 支出済額　Ｂ Ａ－Ｂ＝Ｃ Ｂ/Ａ

1 261,623,000 253,068,335 8,554,665 96.7

2 7,196,199,480 3,991,770,972 3,204,428,508 55.5

3 11,855,565,986 9,456,621,977 2,398,944,009 79.8

4 3,297,364,000 2,440,710,998 856,653,002 74.0

5 1,890,042,252 854,248,468 1,035,793,784 45.2

6 1,077,333,400 696,309,878 381,023,522 64.6

7 4,166,673,280 1,942,946,783 2,223,726,497 46.6

8 1,674,910,000 1,483,280,194 191,629,806 88.6

9 6,775,229,896 4,669,335,694 2,105,894,202 68.9

10 1,919,999,240 866,452,833 1,053,546,407 45.1

11 4,303,088,000 4,136,438,266 166,649,734 96.1

12 25,588,722 0 25,588,722 0.0

44,443,617,256 30,791,184,398 13,652,432,858 69.3

●　支出の構成割合のグラフ

Ⅲ　一般会計の支出の状況

区　　　　　　　分

議 会 費

総 務 費

民 生 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

衛 生 費

予 備 費

合　　　　　　　計

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

民生費

30.7%

教育費

15.2%公債費

13.4%

総務費

13.0%

衛生費

7.9%

土木費

6.3%

消防費

4.8%

災害復旧費

2.8%

農林水産業費

2.8%

商工費

2.3%

議会費

0.8%



●　市債（借入金）と公債費（返済元金）の推移のグラフ （単位：百万円）

●支出 【財政用語の説明】　

■ 議会費

　市議会運営のための経費で、議員報酬も含まれます。

■ 総務費

　庁舎や財産の維持管理、戸籍管理、税金の徴収などの経費です。

■ 民生費

　障がいのある方や高齢者に対する福祉の充実、子育て支援などの経費です。

■ 衛生費

　環境保全、疾病予防、健康増進などの経費です。

■ 農林水産業費

　農林水産業の振興を図るための支援や、生産基盤整備などの経費です。

■ 商工費

　商工業や観光の振興などの経費です。

■ 土木費

　道路や河川、公園などの社会資本整備のための経費です。

■ 消防費

　消防活動や災害対策などのための経費です。

■ 教育費

　学校教育・生涯学習の充実、文化・スポーツ振興などの経費です。

■ 災害復旧費

　大雨、暴風、地震などの災害により被災した施設等を復旧するための経費です。

■ 公債費

　市債の元金・利子や一時借入金の利子を支払うための経費です。

■ 予備費

　緊急を要する場合などに、予算外の支出又は予算超過の支出に充てるための経費です。

4,038 4,199
4,485 4,360

公債費

（返済元金）

4,035

3,757

2,719
2,374 2,323

市債

（借入金）

51
0

2,000

4,000

6,000

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

（平成31年3月31日現在）



　貯金（基金）の状況は、次のとおりです。

　一般会計の基金現在高22,953,860,913円は、前年度末の基金現在高22,183,064,626円と比較して

770,796,287円（3.5%）の増となっています。また、市民１人あたりの基金現在高は、259,348円で、

前年度末の基金現在高249,147円と比較して、10,201円（4.1%）の増となっています。

● 　一般会計の基金現在高（定額運用基金を除く） 　　　　　　（単位：円）

平成29年度末 平成31年3月31日 増減額
現在高　Ａ 現在高　Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ

9,858,508,022 9,858,508,022 0 111,388

3,225,384,256 3,225,384,256 0 36,443

13,083,892,278 13,083,892,278 0 147,831

631,641,153 274,356,290 △ 357,284,863 3,100

3,461,718,539 4,599,361,997 1,137,643,458 51,967

3,788,722,290 3,788,722,290 0 42,808

926,519,130 926,519,130 0 10,468

138,339,188 134,339,188 △ 4,000,000 1,518

89,689,566 84,127,258 △ 5,562,308 951

34,167,052 34,167,052 0 386

23,265,305 23,265,305 0 263

5,110,125 5,110,125 0 58

22,183,064,626 22,953,860,913 770,796,287 259,348

（平成31年3月31日現在の人口　88,506人）

●　財政調整基金及び減債基金の推移のグラフ 　　　　（単位：百万円）

●貯金（基金） 【財政用語の説明】　
■ 基金

　基金には、(1)特定目的基金：特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立てるものと、(2)定額運用

基金：特定の目的のために定額の資金を運用するために設けられるものがあります。いわゆる市の貯金です。

　(1)の基金として、財政調整基金、減債基金、職員退職手当基金、地域振興基金、社会福祉基金、地域福祉

基金などがあります。

　(2)の基金として、土地開発基金、高額療養資金等貸付基金、収入印紙等購買基金があります。

■ 財政調整基金

　年度間の財源の不均衡を調整するために積み立てる基金のことです。

■ 減債基金

　市債（借入金）の償還を計画的に行うための資金を積み立てる目的で設けられる基金のことです。

Ⅳ　貯金（基金）の状況

基　金　の　名　称
平 成 31 年 3 月 31 日 の
市 民 １ 人 あ た り の
基 金 現 在 高

産 業 振 興 基 金

発 明 工 夫 奨 励 基 金
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計

職 員 退 職 基 金

森 林 保 全 基 金

公 共 施 設 等 整 備 基 金

地 域 振 興 基 金

地 域 福 祉 基 金

板 取 地 区 支 派 川 振 興 基 金

社 会 福 祉 基 金

合　　　　　　計
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　借入金（市債）の状況は、次のとおりです。

　市債現在高45,673,343,037円は、前年度末の市債現在高51,398,302,099円と比較して、5,724,

959,062円（11.1%）の減となっています。また、市民１人あたりの市債現在高は、516,048円で、

前年度末の市債現在高577,276円と比較して、61,228円（10.6%）の減となっています。

● 　市債の現在高 　　　　　　（単位：円）

平成29年度末 平成31年3月31日 増減額

現在高　Ａ 現在高　Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ

30,142,835,043 26,060,136,106 △ 4,082,698,937 294,445

392,290,972 362,192,085 △ 30,098,887 4,091

10,790,129,643 9,743,973,104 △ 1,046,156,539 110,094

58,999,158 45,861,083 △ 13,138,075 518

3,533,087,894 3,160,894,220 △ 372,193,674 35,714

14,774,507,667 13,312,920,492 △ 1,461,587,175 150,418

6,480,959,389 6,300,286,439 △ 180,672,950 71,185

51,398,302,099 45,673,343,037 △ 5,724,959,062 516,048

（平成31年3月31日現在の人口　88,506人）

●　主な会計の市債残高の推移のグラフ 　　　　（単位：百万円）

●　一般会計の貯金（基金）と借入金（市債）の残高の推移のグラフ 　　　　（単位：百万円）

●借入金（市債） 【財政用語の説明】　

■ 市債

　学校や道路などを建設する場合のように、長期間にわたって利用することができ、多額の費用が必要なも

のの財源に充てるため、地方自治体が、政府・地方公共団体金融機構・銀行などから調達する長期的な借入

金を「地方債」といい、市が調達する資金が「市債」です。いわゆる市の借金です。

一 般 会 計

Ⅴ　借入金（市債）の状況

会　計　の　名　称
平 成 31 年 3 月 31 日 の
市 民 １ 人 あ た り の
市 債 現 在 高
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特
　
別
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